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前期比(%)

年率

実質GDP 0.7 0.3 0.4 0.5 － 0.6 0.5 2.0
同 　   (年  率) 2.7 1.4 1.5 2.1 － 2.3 2.0
同　    (前年同期比) 0.8 0.6 1.6 2.0 0.6 1.1

内需寄与度　　　　　 (*) 0.9 － 0.5 0.9 0.4 － 0.4 0.4 1.7
個人消費 0.5 － 0.0 0.7 0.3 0.2 0.1 0.5
住宅投資 0.8 0.4 － 0.0 0.4 － 8.2 3.1 13.2
設備投資 0.6 － 0.2 0.2 1.3 － 0.2 0.8 3.2
民間在庫　　　　　 (*) 0.4 － 0.4 0.6 － 0.0 － 0.1 0.1 0.2
政府最終消費 － 0.1 0.1 － 0.3 0.3 0.2 0.1 0.4
公共投資 1.0 － 0.6 － 0.1 0.0 － 1.1 0.2 0.8

外需寄与度　　　　　 (*) － 0.2 0.8 － 0.6 0.1 － 0.2 0.1 0.3
輸出 2.2 1.7 － 0.1 1.9 － 1.2 － 0.1 － 0.4
輸入 3.0 － 1.9 2.4 1.4 － 0.4 － 0.5 － 1.8

名目GDP 1.1 1.1 0.9 2.1 － 0.1 1.5 6.2
同  　  (年  率) 4.6 4.6 3.5 8.5 － 0.2 6.2

同 　   (前年同期比) 3.5 3.7 5.3 5.3 4.1 4.4

2.7 3.0 3.6 3.3 3.4 3.3
GDPデフレーター

　　　　　　(前年同期比)
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調査レポート 
 

2025 年 10～12 月期の GDP（1 次速報）予測 
 

～内需を中心に緩やかな回復が継続し、2 四半期ぶりのプラス成長に～ 
 

調査部 主任研究員 藤田 隼平 
 

2026 年 2 月 16 日に内閣府が公表する 2025 年 10～12 月期の実質 GDP 成長率（1 次速報値）は、前期比

＋0.5%（前期比年率換算＋2.0%）と、2 四半期ぶりのプラス成長になったと見込まれる。個人消費や設備投資と

いった内需が底堅く推移したほか、トランプ関税の影響で落ち込んでいた米国向けを中心に、輸出に下げ止まり

の動きがみられたことも下支えとなった。加えて、制度変更の影響で前期に大きく落ち込んだ住宅投資が、住宅

着工の持ち直しを受けて前期比プラスに転じたことも押し上げに寄与した。 

また、物価上昇分も含んだ名目 GDP 成長率は、前期比＋1.5%（年率換算＋6.2%）となったと見込まれる。物

価上昇圧力は徐々に和らいではいるものの、コスト増加分の価格転嫁が進む中で、GDP デフレーターは前年比

＋3.3%（季節調整済前期比では＋1.0%）と高めの伸びが続いたとみられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）内需寄与度、民間在庫、外需寄与度は実質 GDP に対する寄与度 
（出所）内閣府「四半期別 GDP 速報」により作成 
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需要項目別の動向は以下の通りである。 
 
① 実質個人消費（前期比＋0.1%） 
 消費者物価の伸びが政策効果もあって鈍化する中、家計の所得環境やマインドは改善へ

向かっており、個人消費は緩やかな持ち直しが続いたと予想する。 
② 実質住宅投資（前期比＋3.1%） 
 住宅投資に先行する住宅着工戸数は 2025 年 5 月を底に持ち直しへ向かっており、住宅

投資も 10～12 月期には前期比プラスに転じたと見込まれる。 
③ 実質設備投資（前期比＋0.8%） 
 企業の投資意欲は省力化やデジタル需要に支えられて底堅く、設備投資は前期比で増加

したと考えられる。機械設備投資の供給側統計である資本財総供給（除く輸送機械）も

10～12 月期は前期比＋5.1%と高めの伸びとなった。 
④ 実質在庫投資（前期比寄与度＋0.1%） 
 2025 年 1～3 月期に大きめのプラス寄与となったことの調整がおおむね一巡したことで、

10～12 月期はプラス寄与に転じたとみられる。 
⑤ 実質政府最終消費支出（前期比＋0.1%） 
 高齢化が進む中、医療費・介護費を中心に前期比で増加したと予測する。 

⑥ 実質公共投資（前期比＋0.2%） 
 建設コストの増加が実質ベースで見た公共投資を下押ししているものの、前期に弱めの

動きとなった反動もあり、小幅ながら増加したと見込まれる。 
⑦ 外需（前期比寄与度＋0.1%、実質輸出：前期比－0.1%、実質輸入：同－0.5%） 
 輸出は前期比－0.1%とほぼ横ばいだったと予想する。財は米国向けに下げ止まりの動き

がみられたことから増加に転じた一方、サービスは日中関係の悪化を受けてインバウン

ド消費が落ち込んだことで減少したとみられる。 
 輸入は、これまで高い水準が続いた反動もあって輸送用機器等を中心に前期比－0.5%と

減少したとみられる。この結果、輸出から輸入を差し引いた外需寄与度は＋0.1%と小幅

ながらプラスに転じたと予想される。 
⑧ GDP デフレーター（前年比＋3.3%） 
 GDP デフレーター上昇率は、前年比＋3.3%（季節調整済前期比では＋1.0%）と予想さ

れる。物価上昇圧力は徐々に和らいではいるものの、コスト増加分の価格転嫁が進む中

で高めの伸びが続いたとみられる。 
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